
 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事院は、令和２年 10月１日現在における民間企業

の労働時間、休業・休暇、福利厚生、災害補償法定外

給付および退職管理等の諸制度を調査した結果を発

表しました。概要をお知らせします。 

◆業務災害及び通勤災害に対する 

法定外給付制度について 

 従業員が業務災害や通勤災害により死亡、あるいは

障害が残った場合、法律に従った保険給付が行われま

すが、それとは別に企業が独自に給付する法定外給付

について、制度が「ある」企業の割合は業務災害によ

る死亡で 56.2％、通勤災害による死亡で 51.1％、業務

災害による後遺障害で 46.7％、通勤災害による後遺障

害で 42.5％でした。また、半数以上の企業が、給付額

の決定方法は「一律」かつ「定額」としています。 

◆休暇制度 

 正社員以外の有期雇用従業員がいる企業において、

その有期雇用従業員が子の看護休暇または介護休暇

を取る条件として、両休暇ともに「雇入れ日から６月

以上経過」が最も多く（子の看護 46.1％、介護 42.1％）、

週の所定労働日数については、「３日以上」が両休暇

ともに 48.3％、給与を「無給」とする企業割合は、子

の看護で 80.7％、介護で 82.9％ありました。 

◆在宅勤務（テレワーク）に対する経費の負担 

 正社員が在宅勤務を「行っている」企業の割合は

33.3％、在宅勤務に対する経費を「負担している」企

業割合は 34.7％で、そのうち経費を「給与として支給」

している企業は 42.9％、「福利厚生費として支給」は

7.9％となっています。 

◆従業員の退職管理等の状況 

 定年制が「ある」企業の割合は 99.5％で、そのうち

定年年齢が「60歳」の割合は 81.8％。定年制がある

企業のうち継続雇用制度がある割合は 96.5％で、その

うちいったん退職した従業員を再度雇用する「再雇用 

 

 

 

 

 

 

 

制度」がある企業割合は 95.7％という結果がでていま

す。 

 

 

 

◆支払われた割増賃金の平均額  

１企業当たり 658万円 

厚生労働省は、「監督指導による賃金不払残業の是

正結果（令和２年度）」として、労働基準監督署が監

督指導を行い、令和２年度（令和２年４月から令和３

年３月まで）に不払いとなっていた割増賃金が支払わ

れたもので、支払額が１企業当たり合計 100万円以上

である事案を取りまとめて公表しました。 

 これによれば、是正企業数 1,062企業（前年度比 549

企業の減）、対象労働者数は６万5,395人（同１万3,322

人の減）で、支払われた割増賃金の平均額は１企業当

たり 658万円、労働者１人当たり 11 万円にのぼりま

した。 

◆改めて労働時間管理の確認を 

厚生労働省は、あわせて「賃金不払残業の解消のた

めの取組事例」についても紹介しています。そこでは

企業が実施した解消策として、①代表取締役等からの

賃金不払残業解消に関するメッセージ（労働時間の正

しい記録、未払賃金の申告）の発信、②管理職に対す

る研修会の実施、③定期的な実態調査等が挙げられて

います。 

企業においても改めて適切な労働時間管理方法や

自社の現況については確認したいところです。 
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業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

人事院の民間企業勤務条件制度等調査結果 

            

監督指導による賃金不払残業の是正結果 

（令和２年度） 


